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１ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律 

 

 ▼平成 19年 6月に成立した『地方公共団体の財政の健全化に関する法律』

において、地方公共団体は、毎年度、次の健全化判断比率を監査委員

の審査に付した上で、議会に報告し、公表することが義務付けられま

した。 

 ①実質赤字比率 

 ②連結実質赤字比率 

 ③実質公債費比率 

 ④将来負担比率 

 

 

 ▼また、公営企業を経営する地方公共団体は、毎年度、公営企業ごとに

資金不足比率を監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表する

ことが義務付けられました。 

 

 

 ▼健全化判断比率に関しては、比率のうちいずれかが「早期健全化基準」

以上となった場合は、「早期健全化計画」を策定し、「自主的な改善努力

による財政健全化」を行う必要があります。 

 

 

▼また、比率のうちいずれかが「財政再生基準」以上となった場合は、「財

政再生計画」を策定し、「国等の関与による確実な再生」に取り組む必

要があります。 

 

 

▼平成 19 年度決算については、比率の算定・公表のみでありましたが、

平成 20 年度決算からは、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」

が全面施行されました。 

これにより、健全化判断比率のいずれかが「早期健全化基準」以上と

なった場合は、「早期健全化計画」を、「財政再生基準」以上となった場

合は、「財政再生計画」を作成のうえ、財政の健全化に取り組む必要が

あります。 
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＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝■実質赤字比率■ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝  

福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政

運営の深刻度を示すのが「実質赤字比率」です。 

年  度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

算 定 数 値 -  - - - -

前 年 度 比 較 - - - - -

早 期 健 全 化 基 準 12.46％ 財 政 再 生 基 準 20.00％

※赤字を生じていないため、赤字比率としては算定されません。 

 

 

 

 

(単位：千円)

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引 翌年度に繰り
越すべき財源

実質収支額
(30年度)

実質収支額
(29年度)

一般会計等

一般会計 41,123,934 40,536,370 587,564 103,476 484,088 458,574

一般会計等決算額 41,123,934 40,536,370 587,564 103,476 484,088 458,574

標準財政規模 20,353,798 20,353,798

実質赤字比率（％） △ 2.37 △ 2.25

会計名
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＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝■連結実質赤字比率■ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝  

すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、地

方公共団体全体としての運営の深刻度を示すのが「連結実質赤字比率」です。 

年  度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

算 定 数 値 - - - - -

前 年 度 比 較 - - - - -

早 期 健 全 化 基 準 17.46％ 財 政 再 生 基 準 30.00％

※赤字を生じていないため、赤字比率としては算定されません。 

 

 

 

※簡易水道事業特別会計は、平成 30 年 4 月 1 日に水道事業会計に統合されています。 

 

 

(単位：千円)

実質収支額 資金不足額
又は剰余額

合計
(30年度)

合計
(29年度)

一般会計等

一般会計 484,088 484,088 458,574

一般会計等以外の特別会計のうち公営事業（公営企業除く）

国民健康保険特別会計（事業勘定） 45,584 45,584 265,664

国民健康保険特別会計（直診勘定） 0 0 0

駐車場事業特別会計 26 26 2,896

後期高齢者医療特別会計 16,103 16,103 17,544

一般会計等以外の特別会計のうち法適用公営企業

水道事業会計 834,604 834,604 756,991

工業用水道事業会計 513,303 513,303 496,589

一般会計等以外の特別会計のうち法非適用公営企業

公設水産物仲買売場特別会計 2,604 2,604 2,522

公共下水道事業特別会計 174 174 49

農業集落排水事業特別会計 171 171 110

漁業集落排水事業特別会計 9 9 7

生活排水処理事業特別会計 29 29 27

簡易水道事業特別会計 - - 2,539

連結決算額 545,801 1,350,894 1,896,695 2,003,512

標準財政規模 20,356,878 20,353,798

連結実質赤字比率（％） △ 9.31 △ 9.84

会計名
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＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝■実質公債費比率■ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝  

借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示すのが「実

質公債費比率」です。 

年  度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

算 定 数 値 

( ) は 単 年 度 数 値 

12.0％ 

(10.0％) 

10.6％

(9.4％)

9.9％

(10.2％)

10.1％ 

(10.8％) 

10.5％

(10.4％)

前 年 度 比 較 △ 1.4％ △ 1.4％ △ 0.7％  0.2％  0.2％

早 期 健 全 化 基 準 25.0％ 財 政 再 生 基 準 35.0％

 

 

平成 30 年度                       （単位：千円・％） 

 28 年度（単年度） 29 年度（単年度） 30 年度（単年度） 3 ヶ年度平均

分  子 1,644,328 1,695,571 1,620,050

10.5

分  母 16,046,976 15,634,685 15,456,487

算定結果 10.24696 10.84493 10.48136

 

平成 29 年度                       （単位：千円・％） 

 27 年度（単年度） 28 年度（単年度） 29 年度（単年度） 3 ヶ年度平均

分  子 1,545,118 1,644,328 1,695,571

10.1

分  母 16,327,466 16,046,976 15,634,685

算定結果 9.46331 10.24696 10.84493

 

 

  

12.0
10.6

9.9 10.1 10.5

8.8 7.0 6.9 6.65.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

H26 H27 H28 H29 H30

実質公債費比率（3か年平均） 類似団体

財政再生基準 35.0

早期健全化基準 25.0

%
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＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝■将来負担比率■ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝  

地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払う可能性がある負担等の現時点で

の残高の程度を指標化し、将来、財政を圧迫する可能性を示すのが「将来負担比率」です。 

年  度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

算 定 数 値 106.5％ 93.1％ 82.6％ 72.3％ 59.5％

前 年 度 比 較 △ 9.3％ △ 13.4％ △ 10.5％ △ 10.3％ △ 12.8％

早 期 健 全 化 基 準 350.0％ 財 政 再 生 基 準 -

 

 

   

（単位：千円）

平成29年度 平成30年度

74,922,292 72,421,964

地 方 債 の 現 在 高 54,117,108 53,174,234

債 務 負 担 行 為 に 基 づ く 支 出 予 定 額 0 0

公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額 14,821,181 13,790,942

組 合 等 負 担 等 見 込 額 1,100,020 737,760

退 職 手 当 負 担 見 込 額 4,883,983 4,719,028

63,615,255 63,218,860

充 当 可 能 基 金 13,027,313 13,681,983

充 当 可 能 特 定 財 源 1,624,230 1,351,955

基 準 財 政 需 要 額 算 入 見 込 額 48,963,712 48,184,922

20,353,798 20,356,878

4,719,113 4,900,391

区　　分

将 来 負 担 額

充 当 可 能 財 源 等

標 準 財 政 規 模

算 入 公 債 費 等 の 額

45.9 33.6 35.3
31.9

106.5
93.1

82.6 72.3 59.5

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

H26 H27 H28 H29 H30

類似団体 将来負担比率

早期健全化基準 350.0

%
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＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝■資金不足比率■ ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝  

公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経

営状況の深刻度を示すのが「資金不足比率」です。 

年  度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

算 定 数 値 - - - - -

前 年 度 比 較 - - - - -

経 営 健 全 化 基 準 20.0％ 財 政 再 生 基 準 -

※法適用公営企業、法非適用公営企業とも資金不足額が生じていないため、資金不足比

率は算定されません。 

 

 

※簡易水道事業特別会計は、平成 30 年 4 月 1 日に水道事業会計に統合されています。 

 

(単位：千円)

実質収支額 資金不足額
又は剰余額

合計
(30年度)

合計
(29年度)

一般会計等

一般会計 484,088 484,088 458,574

一般会計等以外の特別会計のうち公営事業（公営企業除く）

国民健康保険特別会計（事業勘定） 45,584 45,584 265,664

国民健康保険特別会計（直診勘定） 0 0 0

駐車場事業特別会計 26 26 2,896

後期高齢者医療特別会計 16,103 16,103 17,544

一般会計等以外の特別会計のうち法適用公営企業

水道事業会計 834,604 834,604 756,991

工業用水道事業会計 513,303 513,303 496,589

一般会計等以外の特別会計のうち法非適用公営企業

公設水産物仲買売場特別会計 2,604 2,604 2,522

公共下水道事業特別会計 174 174 49

農業集落排水事業特別会計 171 171 110

漁業集落排水事業特別会計 9 9 7

生活排水処理事業特別会計 29 29 27

簡易水道事業特別会計 - - 2,539

連結決算額 545,801 1,350,894 1,896,695 2,003,512

標準財政規模 20,356,878 20,353,798

連結実質赤字比率（％） △ 9.31 △ 9.84

会計名
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３ 資料編 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律の概要  
 

平成１９年６月 

 
Ⅰ 健全化判断比率の公表等  
 

○地方公共団体（都道府県、市町村及び特別区）は、毎年度、以下の健全化判断比率

を監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表しなければならないこととする。 

①実質赤字比率  
②連結実質赤字比率（全会計の実質赤字等の標準財政規模に対する比率）  
③実質公債費比率  
④将来負担比率（公営企業、出資法人等を含めた普通会計の実質的負債の標準財

政規模に対する比率）  
 
Ⅱ 財政の早期健全化  
 
１ 財政健全化計画  

○健全化判断比率のうちのいずれかが早期健全化基準以上の場合には、財政健全化計

画を定めなければならないこととする。 

    
２ 財政健全化計画の策定手続等  

○財政健全化計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、総務大臣・

都道府県知事への報告、全国的な状況の公表等の規定を設ける。また、毎年度、その

実施状況を議会に報告し、公表する。 

 
３ 国等の勧告等  

○財政健全化計画の実施状況を踏まえ、財政の早期健全化が著しく困難であると認め

られるときは、総務大臣又は都道府県知事は、必要な勧告をすることができることと

する。 

 
Ⅲ 財政の再生  
 
１ 財政再生計画  

○再生判断比率（Ⅰ①～③）のいずれかが財政再生基準以上の場合には、財政再生計

画を定めなければならないこととする。 

 
２ 財政再生計画の策定手続、国の同意等  

○財政再生計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表する。 

○財政再生計画は、総務大臣に協議し、その同意を求めることができる。 
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○財政再生計画を定めている地方公共団体（財政再生団体）は、毎年度、その実施状

況を議会に報告し、公表する。 

 

３ 地方債の起債の制限  
○再生判断比率のうちのいずれかが財政再生基準以上である地方公共団体は、財政再

生計画に総務大臣の同意を得ている場合でなければ、災害復旧事業等を除き、地方債

の起債ができないこととする。 

 
４ 地方財政法第５条（地方債の制限）の特例  
 ○財政再生計画に同意を得た財政再生団体は、収支不足額を振り替えるため、地方財

政法第５条の規定にかかわらず、総務大臣の許可を受けて、償還年限が財政再生計画

の計画期間内である地方債（再生振替特例債）を起こすことができる。 

 
５ 国の勧告、配慮等  
  ○財政再生団体の財政の運営が計画に適合しないと認められる場合等においては、総

務大臣は、予算の変更等必要な措置を勧告できることとする。 

 ○再生振替特例債の資金に対する配慮等、財政再生計画の円滑な実施について国及び

他の地方公共団体は適切な配慮を行う。 

 
Ⅳ 公営企業の経営の健全化  
 
  ○公営企業を経営する地方公共団体は、毎年度、公営企業ごとに資金不足比率を監査

委員の審査に付した上で議会に報告し、公表する。これが経営健全化基準以上となっ

た場合には、経営健全化計画を定めなければならないこととし、Ⅱ２、３及びⅤ１と

同様の仕組みを設ける。 

 
Ⅴ その他  
 
１ 外部監査  
  ○地方公共団体の長は、健全化判断比率のうちのいずれかが早期健全化基準以上と

なった場合等には、個別外部監査契約に基づく監査を求めなければならないことと

する。  
 
２ 施行期日等  

○健全化判断比率の公表は、公布後１年以内から、他の義務付け規定については、地

方公共団体の予算編成機会の付与等の観点から、平成２０年度決算に基づく措置から

適用する。 

○国等に対する寄附を当分の間原則禁止することとしている現行再建法の規定を引

き続き設ける。 
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